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三．特例法の内容
．家族関係関連規定
（）重婚に関する特例（第条）
①1953年月27日の韓国軍事停戦に関する協定（以下，「停戦協定」という）が締
結される前に婚姻し北朝鮮に配偶者を置いた者がその婚姻が解消されない状態で韓
国において再び婚姻をした場合には，重婚が成立する。
②第項の事由により重婚が成立した場合には，民法第816条第号及び第818条の
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＊本稿（）を刊行した後，趙慶済「新しい法律『南北住民間の家族関係と相続等に
関する特例法』」立命館法学342号（2012年）591頁以下に接した。
規定にもかかわらず，重婚を理由に婚姻の取消しを請求することができない。ただ
し，後婚配偶者の双方の間に重婚取消しについての合意がなされた場合には，その
限りでない。
③第項の事由により重婚が成立した場合であって，北朝鮮に居住する前婚の配偶
者も再び婚姻をした場合には，夫婦双方につき重婚が成立したときに，前婚は消滅
したものとみなす。
④停戦協定が締結される前に婚姻し韓国に配偶者を置いた者がその婚姻が解消され
ない状態で北朝鮮において再び婚姻をした場合にも，第項から第項までの規定
を準用する。
［ⅰ］重婚を巡る議論状況
韓国民法は，一夫一婦制を採用し，重婚を禁止し，配偶者のある者は，
重複して婚姻できないとしている（同法810条。なお，北朝鮮家族法の下
においても，一夫一婦制が採られており，重婚は認められない［北朝鮮家
族法条項・13条］）。すでに法律婚状態にある者が再び婚姻申告をし
たとしても，その申告の受理は拒否されるであろうから（韓国民法813条），
重婚が成立する場合は稀である。実際に重婚が成立する場合としては，①
離婚後再婚したが，離婚が無効となり又は取り消された場合（大判1994年
10月11日94므932；同1991年	月28日89므211；同1987年月24日86므
125；同1987年月20日86므74；同1984年月27日84므；大判1964年
月
21日963다770等），②国内と国外で二重婚姻をした場合（大判1991年12月
10日91므535），③失踪宣告又は不在宣告後再婚したが，失踪又は不在宣告
が取り消された場合を考えることができる。南北離散家族の問題において，
重婚が生じると考えるとすれば，それは②ないし③の特殊事例であると位
置づけることができる。
重婚が成立した場合には，当事者，その配偶者，当事者の直系尊属，

親等内の傍系血族又は検察官が後婚を取り消すことができる（韓国民法
816条項・818条。このように韓国法では，重婚を取消事由とするが，北
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 北朝鮮家族法条 ①公民は，自由結婚の権利を有する。
②結婚は，もっぱら一人の男子と一人の女子間においてのみすることができる。
朝鮮法では，重婚は無効事由にあたる）。この場合には，家庭法院にまず
調停を申請しなければならない（調停前置主義。家事訴訟法条号나類
事件・50条）。重婚も，判決により取り消される前までは，有効な婚姻
と認められるので，裁判上の離婚原因があるとして，重婚の一方の当事者
は，他方を相手に離婚請求を行うこともできる（大判1991年12月10日91므
535。戸籍例規第235号1965年月17日制定）。
［ⅱ］特例法の趣旨・内容
北朝鮮に配偶者を置いた者が越南して韓国で生活してきたが，分断が固
着化する過程において配偶者との再会を断念し韓国で新たなパートナーを
見出すという場合がある。かかる場合において，すでに二．でみたように，
北朝鮮にいる配偶者に対する離婚請求を認めたソウル家庭法院判決の出現
を契機に，2007年月，「北朝鮮離脱住民保護法」が改正されるに及び，
離婚の特例規定（19条の）が新設され，北朝鮮法に従った婚姻を有効と
した上で，北朝鮮にいる配偶者を相手とした離婚の請求が認められている。
では，北朝鮮での前婚の事実を伏せるなどして，韓国で再婚をした場合に
おいて，これは重婚状態となり，韓国での後婚の取消請求が認められるの
か。すなわち，現行民法を適用して，前婚あるいは後婚のいずれかの法的
保護を規定するのか，それとも，分断という特殊な状況を考慮して，これ
を緩和し，重婚の法的効果をどの程度まで認めるのかが問題となる。
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 民族分断による同じような問題が生じた国の状況について，修正案検討報告11頁
は，次のようにまとめている。①台湾：1992年の「台湾地区と大陸地区の住民関係
条例」を制定し，重婚を認め，後婚の取消し（又は無効）を請求しうる旨規定し，
夫婦双方がいずれも重婚者であるときには，後に婚姻した者が重婚となった日から
前婚関係が消滅するとする。②中国：特別の法律は制定されておらず，現行法令を
弾力的に解釈して問題を解決している。夫婦が離散した後，離婚手続を踏まない状
態で他人と結婚し又は長期間他人と夫婦関係を持って同居生活をした場合には，原
則的に，前婚関係が消滅するものとみなし，後婚である現在の婚姻関係を尊重して
いる。③ドイツ：特別の法律は制定されておらず，民法の一般原則に従い解決して
いる。ドイツは，統一以後夫婦関係に関して別途の特別立法をせず，従前の西ドイ
特例法制定前の議論をみると，例えば，次のような見解がみられる。
まず，重婚を認めるか否かの問題の実益は，結局のところ，配偶者の相続
権を認めるか否かにあり，従って，北朝鮮に残った配偶者も，韓国に渡っ
た配偶者も双方ともに再び婚姻した場合には，前婚配偶者の後婚に対する
重婚取消請求権の行使は権利濫用であり，相続権を認めるべきではない。
しかし，一方のみが婚姻した場合には，前婚は消滅するものの，前婚配偶
者に扶養請求権や相続権を認めようとする重婚否定説
と，韓国民法上重
婚は取消事由であるので，重婚を認めつつ，その取消しを制限しようとす
る重婚肯定説とがある（この場合，前婚と後婚の配偶者の相続分をどのよ
うにするかが問題となるが，これは一般的な重婚の場合にも同じく問題と
なることである	）。また，北朝鮮住民からの後婚の重婚を理由とした取
消請求について，近時のソウル家庭法院2010年10月29日判決2009드단
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ツ婚姻法と失踪宣告法をそのまま適用した。失踪宣告以後婚姻したが，失踪宣告が
取り消された場合，後婚の双方又はいずれか一方が善意であれば，後婚は有効とな
り，前婚は復活せず，後婚当事者のいずれもが悪意であれば，後婚は重婚を理由に
無効となり，前婚が復活する。
 이은정「남북교류에 따른 가족법 대응방안 -이산가족의 재결합을 중심으로」
가족법연구15권호（2001），172면．

 婚姻関係が解消されすでに他人となった状態で，法律上配偶者に認められる相続
権や扶養請求権を認めるのは，矛盾であるとの批判を免れない。
	 この点，大法院判例はなく，下級審では，配偶者の相続分をそれぞれ分ずつ
に分け，前婚と後婚の配偶者がそれぞれ分有するとしたものがある（済州地判1994
年	月26日92가합1595：「民法第824条は，婚姻取消しの効力は，既往に遡及しない
とのみ規定しているだけであり，婚姻取消審判の効力は将来に向かってのみ生じる
というべきであり，従って，重婚取消判決が確定したとしても，その確定前に取得
した重婚配偶者の相続人としての地位には何ら影響がない」）。婚姻の存続を信頼し，
長い歳月独りで子供を育て暮らしてきた前婚の配偶者に対して，配偶者としての地
位を確認してやり，その結果として，一種の補償として，相続権を認めるのが望ま
しく，また一方で，韓国で婚姻し配偶者と数十年間夫婦共同生活を維持し，相続財
産の形成に寄与した後婚の配偶者にも配偶者としての身分を維持する必要があり，
相続権を認めなければならない。このような点を考慮すると，前婚の配偶者と後婚
の配偶者に共同相続人の地位を認めるのが調和的な解決方案である。
14537は，その請求を権利濫用であると判断している。その判決理由の中
で，後婚保護の必要性について，次のように述べている。「後婚保護の必
要性は，①民族分断という歴史的な理由，すなわち不可抗力による離別が
根本的な原因であったため，当時では，第二婚姻が社会秩序に反するとみ
ることが難しかったこと，②民族の悲劇により夫婦が隔離され，ともに生
活することができないのみならず，生死に関する消息さえ知ることができ
ない状況において発生した重婚関係は，やむを得ない事情があり，これを
一般的な重婚事件と同一に考えることができないこと（民族の悲劇の結果
を個人の責任に転嫁することはできない），③このように民族の悲劇によ
り長期間実際に共同生活をしてきた第二婚姻を取り消すのは，第二婚姻の
当事者及びその親族の家庭生活に重大な影響を及ぼし，かえって社会秩序
に反する余地があること，④北朝鮮離脱住民の保護及び定着支援に関する
法律第19条ので定められたような離婚特例規定がなく，有効な離婚をす
る方法がなかったこと等の事情に照らし，認められる。」
以上のような状況の下，特例法は，1953年月27日の停戦協定が締結さ
れる前に婚姻し北朝鮮に配偶者を置いた者が，その婚姻が解消されない状
態で韓国に置いて再び婚姻した場合に，重婚が成立するとした上で（条
項），韓国民法816条項・818条の特例として，重婚を理由に婚姻の取
消しを請求することができないとした（同条項本文）。なお，離散時期
の基準時として，①国連軍総司令官一般命令第号が発令される前（1945
年月日よりも前），②朝鮮戦争勃発まで（1950年月25日よりも前），
③停戦協定締結の前（1953年月27日よりも前），④現在までが考えられ
るが，特例法は，「軍事停戦に関する協定締結以後の南北被害者の補償及
び支援に関する法律」を参照し，③を採用した。その例外として，後婚
配偶者双方の間に重婚取消しについての合意がなされた場合を定めている
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 修正案検討報告書13頁以下。
（同条項ただし書）。また，同条項により重婚が成立する場合であって
も，北朝鮮に居住する前婚の配偶者も同じく再婚し，夫婦双方につき重婚
が成立したときには，前婚は消滅したものとみなされるとする（同条
項）。これは，前婚配偶者が後婚についての取消請求をし又は前婚配偶者
に扶養請求をするのは権利濫用であって，前婚配偶者に相続権を認める必
要はないと考えたからである。
（）失踪宣告の取消しに関する特例（第条）
①停戦協定が締結される前に婚姻し北朝鮮に配偶者を置いた者がその配偶者につい
て失踪宣告を受け，韓国において再び婚姻した場合には，失踪宣告が取り消された
としても，前婚は復活しない。ただし，婚姻当事者が一方又は双方が失踪宣告当時
北朝鮮にいる配偶者の生存の事実を知っていた場合には，その限りでない。
②第項ただし書の事由により重婚が成立した場合，その取消請求に関しては，第
条第項を準用する。
③第項ただし書により重婚が成立した場合であって，北朝鮮に居住する前婚の配
偶者も再び婚姻をした場合には，失踪宣告が取り消されたとしても，前婚は復活し
ない。
［ⅰ］失踪宣告取消しと婚姻関係をめぐる議論状況
韓国民法は，失踪宣告の取消しに関し，わが民法32条を基本的にそのま
ま承継し，「失踪宣告後その取消し前に善意でした行為の効力に影響を及
ぼさない」と規定している（29条項ただし書）。そして，この規定と婚
姻関係をめぐって，学説が区々分かれているのは，わが国の議論状況と同
様である（また，わが国の学説がしばしば参照されているので，当然なが
ら類似した議論状況となっている）。ほんらい失踪宣告制度は，不在者の
生死不明状態が長期にわたっており死亡の蓋然性が大きくはあるが，死亡
の確証もない場合に，これを放置すると，その不在者の法律関係が不確定
となり，利害関係人に不利益を与えることになるため，一定の条件の下，
一定の時期を基準として死亡したものと擬制する便宜的制度である。よっ
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て，失踪宣告による婚姻の解消と死亡による婚姻の解消とで，まったく同
じ取扱いをすることはできないはずである。しかし，民法がこのことを何
ら考慮していないため，残存配偶者の再婚をめぐって微妙な問題が生じる
ことになるが，これは結局のところ立法的な不備から生じる問題であると
いうことができよう。そのため，ドイツ失踪法やスイス民法は，失踪宣
告による婚姻の解消に関して，特別の配慮をしている。
Aが失踪宣告を受けた後，その配偶者 Bが Cと婚姻したが，Aが生存
していることが判明し，失踪宣告が取り消された場合として，① Bと C
双方が善意である場合，② Bが悪意で Cが善意である場合，③ Bが善意
で Cが悪意である場合，④ Bと C双方が悪意である場合が考えられる。
これらの場合について，財産行為と異なり，身分行為に関しては，後婚の
効果をめぐり，とくに見解の対立が激しい。（α）重婚取消説。失踪宣告
取消しにより前婚が復活し，重婚の状況が生じることになり，前婚の配偶
者の不貞行為を理由に前婚の離婚を請求することができる（840条号）。
このように，後婚は前婚が存続するという理由でただちに無効となるので
はなく，取消事由が存在するのみである。ここで双方善意必要説によれば，
後婚の当事者双方が善意である場合（上記①）には，民法29条項ただし
書により，後婚は有効となり，前婚は復活しないとされる。また，Bの
善意悪意を問わないとした上で，後婚の配偶者が善意である場合（上記①
②）には，29条項ただし書により失踪宣告取消しが後婚に影響を与えず，
後婚は重婚という理由で取り消されることはなく，前婚が重婚として取り
消されなければならない（つの婚姻が重複して存続するのは一夫一婦制
に反するため）とし，後婚の配偶者が悪意である場合（上記③④）には，
後婚が取消しの対象となるが，失踪者が前婚の維持を欲しないときには，
配偶者の不貞行為を理由に離婚請求し解消することができ，前婚が解消さ
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 『民法註解（）』〔韓相鎬〕（1992）415면．
 郭潤直『民法總則』（2002）168면；金相容『民法總則』（1998）205면．
れると後婚が維持される，とする見解がある。（β）協議解消説10。失踪
宣告取消しにより重婚が成立するが，いずれの婚姻を維持すべきかは，当
事者の協議により又は婚姻解消の家事訴訟によらねばならないという見解
である。
［ⅱ］特例法の趣旨・内容
特例法条項によると，民法29条項ただし書に関する双方善意必要
説を採った場合と同じように，後婚の当事者双方が善意であるときには前
婚が復活せず，後婚がそのまま維持され（従って，この場合には重婚が成
立する余地がない），これに対して，後婚の当事者の一方又は双方が悪意
であるときには前婚が復活し，重婚が成立することとなる。
その上で，特例法条項は，前婚が復活し重婚が成立した場合には，
先にみた重婚に関する特例におけると同じ趣旨で，後婚の取消しは原則と
して認められないとする。重婚に関する特例が適用される典型事例は，北
朝鮮の配偶者について虚偽の死亡申告をし又は仮戸籍就籍時に婚姻してい
なかったと虚偽の陳述をした後，再婚し重婚が成立した場合であるが，こ
のような場合にも，後婚を原則として取り消せないとして保護しており，
失踪宣告を受けた後，再婚した当事者が悪意であったとしても，後婚を取
り消せないとしてそれを保護するのが均衡のとれた解決であると考えられ
たのである。
失踪宣告後，韓国で婚姻した当事者の一方又は双方が悪意である場合に
は，失効宣告が取り消されると，前婚が復活するのが原則であるが，北朝
鮮にいる配偶者も婚姻をしたときには，失踪宣告が取り消されたとしても，
58
 李銀榮『民法總則（第
版）』（2005）208면．また，後婚又は前婚が取り消され
る場合であっても，遡及的に無効となるのではなく，将来に向かって解消されるだ
けである（824条）。そのため，重婚取消前に出生した子は，婚姻中の子であると認
められる。
10 高翔龍『民法總則』（1999）115면．
例外的に，前婚は復活しない（特例法条項）。前婚の復活を認めるの
は，前婚の配偶者に相続権・扶養請求権等を認めて保護するためであって，
このような場合には，前婚の配偶者は，再婚配偶者との関係で，扶養，相
続等を受けうるので，保護の必要性がないと考えられた。
（）実親子関係存在確認の訴えに関する特例（第条）
①婚姻中の子として出生した北朝鮮住民（北朝鮮住民であった者を含む）が韓国住
民である父又は母の家族関係登録簿に記録されていなかった場合，民法第865条第
項により訴えを提起することができる者は，実親子関係存在確認の訴えを提起す
ることができる。
②第項の訴えは，民法第865条第項の規定にもかかわらず，分断の終了，自由
な往来その他の事由により，訴えの提起に障害事由がなくなった日から年内で提
起することができる。
③婚姻中の子として出生した韓国住民は，自らの家族関係登録簿に北朝鮮住民（北
朝鮮住民であった者を含む）である父又は母が記録されていなかった場合，その実
親子関係存在確認の訴えの提起に関しては，第項及び第項を準用する。
夫婦が北朝鮮で婚姻し子を出産したが，父が越南し，韓国で暮らしてい
る場合に，北朝鮮住民である子と父の間に，実親子関係が存在するにもか
かわらず，父の家族関係登録簿にその事実が記録されていなかった場合が
多い。このような場合に北朝鮮住民である子は，韓国住民である父を相手
に，実親子関係存在確認請求の訴えを提起することができる（民法865条
項。父母が死亡した場合には，その死亡を知った日から年以内に検察
官を相手に提起することができる）。実親子関係というものは，出生によ
り当然に発生するものであるから，ある事情により家族関係登録簿の記録
が事実と異なっているとしても，陳述した親子関係はこれによる影響を受
けない。よって，婚姻中の出生子が父母の家族関係登録簿に記録されてい
ないとしても，父母と子の間には，すでに親子関係が成立し存在している
のであるから，このような場合には，実親子関係存在確認の訴えを提起し
なければならない。北朝鮮住民である子が実親子関係存在確認の訴えを提
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起し，判決が確定すると，家族関係登録簿を創設することができる（家族
関係登録簿に実親子関係が記載され，これを根拠に相続権を主張できるこ
とになる。家族関係登録例規第302号第条参照）。このような手続は，現
行民法上でも可能であるので，特例法条項は，現行法の規定を確認し，
より明確にしたという意味があるにすぎない。なお，婚姻中の子として出
生した時期や離散家族となった時期は，この規定との関連では問題となら
ない。本規定による訴えの提訴権者は，民法865条項による実親子関係
存在確認の訴えを提起しうる者であるから，子はもちろんのこと，利害関
係人は誰でも訴えを提起することができる11。
民法865条項の規定によると，実親子関係存在確認の訴えは，当事者
の一方（例えば，父）が死亡したときには，他の一方（子）は，その死亡
を知った日から年内に検察官を相手に提起することができる。よって，
例えば，北朝鮮住民である婚姻中の子が北朝鮮で韓国住民である父の死亡
の知らせを聞いたが，現実的な障害により実親子関係存在確認の訴えを提
起できないまま年が経過したときには，現行の民法規定によると，訴え
提起が否定されてしまう。北朝鮮住民である子の立場からすると，父母と
の関係を確認することができる機会さえ失ってしまう結果となる。しかし，
人道的な見地からすると，このような結果は不当であり，そこで，特例法
は，婚姻中の子として出生した北朝鮮住民の場合には，訴えの提起に障害
事由がなくなった日から年内に実親子関係存在確認の訴えを提起できる
ようにした。なお，特例法条項でいう「その他特別な事由により訴え
の提起に障害事由がなくなった場合」とは，例えば，北朝鮮に居住してい
た婚姻中の子が脱北し韓国に入国した場合等をあげることができる。
婚姻中の子として出生した韓国住民が北朝鮮にいる父又は母を相手に実
親子関係存在確認請求をする場合も考えられる。かかる場合に，特例法
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11 大法院判例は，民法777条の規定による親族であれば誰でも，実親子関係存在確
認の訴えを提起できるとする（大法院1981年10月13日判決80므60）。
条項は，項及び項を準用しており，北朝鮮に父又は母が生存してい
るときには，期間を問わず，実親子関係存在確認請求の訴えを提起するこ
とができ，父又は母が死亡したときには，その死亡を知った日から年内
に検察官を相手に訴えを提起できる。また，分断等の障害事由により訴え
を提起しえないまま除斥期間の経過により請求権が消滅してしまうことに
鑑みて，障害事由がなくなった日から年内で提訴できるとしている。
なお，北朝鮮の父又は母が死亡したときには，検察官を相手に実親子関
係存在確認の訴えを提起することになるが，その訴えが韓国の裁判所に提
起されたときには，あまり問題が生じない。一方，北朝鮮の父又は母が生
存しているときには，北朝鮮の裁判所に訴えを提起しなければならないの
か問題となるが，この点，裁判管轄に関する特例法
条に特別の規定が置
かれており，北朝鮮の裁判所に提訴することが実質的障害により不可能で
ある場合，大法院があるところの管轄裁判所に訴えを提起できるとされ，
この問題を立法的に解決している。
（
）認知請求の訴えに関する特例（第条）
①婚姻外の子として出生した北朝鮮住民（北朝鮮住民であった者を含む）及びその
直系卑属又はその法定代理人は，韓国住民である父又は母を相手として認知請求の
訴えを提起することができる。
②第項の訴えは，民法第864条の規定にもかかわらず，分断の終了，自由な往来
その他の事由により訴えの提起に障害事由がなくなった日より年内で提起するこ
とができる。
③婚姻外の子として出生した韓国住民及びその直系卑属又はその法定代理人が北朝
鮮住民である父又は母を相手として認知請求の訴えを提起する場合にも，第項及
び第項を準用する。
北朝鮮において父母が婚姻しない状態で子を出産し，父又は母が越難し
たというケースを想定することができる。かかる場合，北朝鮮にいる婚姻
外の子と韓国にいる父との間には，法律上の父子関係が形成されていない
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状態になる。婚姻外の子と父との関係は，認知によらなければ創設されな
いためである（これに対して，母子関係は，出産により当然に発生する）。
従って，事実上の父子関係というものが明白な場合であっても，認知がな
ければ，親子関係から生じる効果（相続，扶養等）は認められない。
このような場合に，父子関係を創設しようとすれば，北朝鮮住民である
子は，韓国にいる父を相手取って認知請求の訴えを提起しなければならな
い（韓国民法864条。父が死亡した場合には，死亡を知った日から年内
に検察官を相手に請求することができる）。北朝鮮住民である婚姻外の子
が認知請求をし，認知判決が確定すると，家族関係登録簿を創設できる
（認知の効力は遡及するので，婚姻外の子と父の間には，出生時から実親
子関係があったものとされ，その結果，死後認知請求により認知判決を受
けた婚姻外の子も相続権を有することになる12）。以上のことは，現行民
法の適用によっても可能であるので，その点で，特例法条は，現行法の
法理を確認し明確化した意味があるにすぎない。
特例法条に積極的な意味があるとすれば，それは，北朝鮮住民である
婚姻外の子が北朝鮮において父死亡の知らせを得たが，現実的な障害によ
りそれから年内に認知請求の訴えを提起することができなかった場合に
も，分断の終了等特別の事由により訴えの提起に障害事由がなくなったと
きには，その時点から年内において訴えの提起を可能としたことである。
．相続関連規定・財産管理関連規定
（）発生しうる様々な問題
北朝鮮・韓国住民間の相続問題は，被相続人と相続人の居住地域がどこ
であるのか，相続がいつ開始したのか，相続財産が不動産であるのか動産
であるのかに応じて，非常に複雑な問題を生じさせる。相続に関連して問
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12 ただし，相続回復請求権と関連しては，除斥期間の問題がある。
題となることとして，①北朝鮮にいる相続人に相続権を認めるべきか，②
相続権が認められるとすると，韓国の相続人と同じ地位を与えるべきか，
それとも相続対象や相続分に制限を課すべきか，③現行法上の相続回復請
求権の除斥期間をそのまま適用すべきか，④北朝鮮住民を受贈者とする遺
贈は認められるのか，それが認められるとすれば，遺贈の執行は，どのよ
うに行われるのか，⑤北朝鮮にいる相続人にも遺留分が認められなければ
ならないか等が挙げられる。
北朝鮮にいる離散家族が失踪宣告や不在宣告により死亡したものと擬制
され相続が開始されたが，本人が生存していることが判明し，その取消し
が行われた場合，相続財産の返還問題と直接関連するというわけではない。
さらに，朝鮮戦争に参戦し，戦死通知により死亡宣告がなされた捕虜が生
還したような事例でみられるように，事実と異なり死亡宣告がされた北朝
鮮住民が生存していることが判明した場合には，失踪宣告取消しの場合と
同じ問題が起こる。また，これらの者が相続人となる場合には，相続人と
しての地位回復による相続回復の問題が生じうる。
（）相続財産返還請求に関する特例（10条）
①南北離散後本法公布日前に失踪宣告（不在宣告に関する特別措置法による不在宣
告を含む）を受けた北朝鮮住民について失踪宣告の取消審判が確定した場合，失踪
宣告の取消審判を受けた者は，失踪宣告を直接原因として財産を取得した者（その
相続人を含む）を相手にその財産の返還を請求することができる。
②第項の場合，返還請求の相手方が善意である場合には，その受けた利益が現存
する限度において返還する義務があり，悪意の場合には，その受けた利益のうちか
ら本法公布当時に現存する利益に利息を付して返還し，損害があればこれを賠償し
なければならない。
③第項の事由により失踪宣告が取り消された場合，民法第29条第項ただし書の
規定にもかかわらず，その失踪宣告の取消しは，本法公布日前までになされた行為
と本法公布日から失踪宣告取消審判の確定前までに善意でなされた行為の効力に影
響を及ぼさない。
④南北離散後本法公布日前に失踪宣告（不在宣告に関する特別措置法による不在宣
南北離散家族をめぐる韓国家族法上の問題（) 63
告を含む）以外の事由で死亡と処理された北朝鮮住民が生存している場合，その生
存者は，死亡処理を直接原因として財産を取得した者（その相続人を含む）を相手
にその財産の返還を請求することができる。
⑤第
項による財産の返還請求に関しては，第項及び第項を準用する。この場
合，第項中「失踪宣告の取消審判の確定」は，「相続財産の返還請求」とみなす。
特例法10条は，相続財産返還請求に関する規定を置いているが，ここに
は［ⅰ］失踪宣告が取り消された場合における特例規定と，［ⅱ］失踪宣
告以外の事由により事実と異なる死亡処理がなされた者が生存していた場
合における特例規定が含まれている。［ⅰ］［ⅱ］それぞれの場合について
解説した後，いずれの場合にも共通に問題となる［ⅲ］第三者保護の問題，
［ⅳ］期間制限の問題について以下で扱う。
［ⅰ］失踪宣告取消しの場合
失踪宣告の取消しの場合につき，日本民法の規定をそのまま維持してい
る韓国民法の規定によれば，失踪宣告が取り消された場合，その取消しは
失踪宣告後その取消し前に善意でした行為の効力に影響を及ぼさず（同法
29条項ただし書），失踪の宣告を直接原因として財産を取得した者が善
意である場合には，その受けた利益が現存する限度において返還する義務
を負い，悪意である場合には，その受けた利益に利息を付して返還し，損
害があればこれを賠償しなければならない（同条項）。
ここで問題として浮かび上がるのが，返還義務者が悪意，すなわち，北
朝鮮に生存している事実を知っていた場合であったとしても，長期間の分
断により事実上往来が困難であった状況においては，分断の特殊性を考慮
する必要があるのではないかである。また，失踪宣告を直接原因として財
産を取得した者と取引した第三者の保護に関しても，その第三者が悪意で
あっても，同じく分断の特殊性を考慮した取引安全を図る措置が必要では
ないかである。特例法の立法過程においては，具体的に，（a）特例規定の
必要性，（b）失踪宣告の範囲，（c）返還範囲などが問題とされた。
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（a）特例規定の必要性
特例法制定の過程において，失踪宣告を受けた北朝鮮住民が生存してい
た場合，現行民法による失踪宣告取消手続を経る必要なく，その生存事実
が確認されると，取消手続を経ずとも失踪宣告ははじめから無かったこと
となるとすべきであって，そのため，財産返還手続につき特例を設ける必
要があるとする立場と，民法の失踪宣告の取消手続の規定が適用されたと
しても，さほど不当な結果にならないので，特例を設ける必要はないとす
る立場があった。特例法10条項は，後者の考え方によったものである。
そうであれば，特例法10条の規定は無意味なものになりそうであるが，必
ずしもそうではなく，民法が「失踪宣告の取消しがあったとき」と規定し
ている点について，これは解釈上，特例法が規定しているように，その取
消審判が確定したときを意味しているので，特例法10条項は，民法上の
規定の意味をより明確にさせたものと理解することができる13。
（b）失踪宣告の範囲
失踪宣告には，民法による失踪宣告と，2009年12月28日まで妥当してい
た不在宣告等に関する特別措置法（以下，「旧特別措置法」という）によ
る失踪宣告のつの場合がある。旧特別措置法上の失踪宣告は，1945年
月15日から1953年月28日までの間に軍事分界線以南の地域において旧住
所又は旧居所を離れた後生死が明らかでない者（不在者。旧特別措置法
条項）につき，検察官や利害関係人の請求により失踪宣告をすることが
できる民法に対する特別規定（同法11条・12条14）であるが，不在宣告の
場合と異なり，失踪宣告の効果については特別規定を置いておらず，その
効果は民法の適用を受けた。朝鮮戦争の期間中，韓国から北朝鮮に渡り又
は拉致された離散家族の大部分がこの旧特別措置法による失踪宣告を受け
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13 신영호「남북이산가족 사이의 상속관련 문제해결- ʼ남북주민 사이의 가족관계
와 상속 등에 관한 특례법안ʼ 입법 취지와 해설B」法務士2011년월호，36면．
14 2009年12月29日改正後の不在宣告に関する特別措置法では，削除された。
たものと推測される。以上のことを考慮して，特例法10条は，民法による
失踪宣告のみならず，旧特別措置法による失踪宣告も合わせて規律してい
る15。
（c）返還の範囲
失踪宣告が取り消された場合，分断の特殊性を考慮すると，利益返還義
務者が悪意である場合であっても，その受けた利益の全部（さらに利息や
損害賠償まで）を返還しなければならないとするのは，あまりに酷である。
旧特別措置法上の残留者は，通常の失踪宣告の場合より生存の可能性が高
いにもかかわらず，不在宣告をすることができるとされ，失踪宣告に準じ
た処理がされることに照らしてみても，悪意者の返還範囲に一定の限度を
置く方途が考慮されるべきであるとされた。特例法10条項は，悪意者に，
すべての利益ではなく，本法公布当時に現存する利益（加えて利息）の返
還義務を課した16。また，規定上明らかではないが，ここでの悪意の基準
時は，失踪宣告時であって，失踪宣告後に離散家族と再会するなどして生
存事実を知るに至った場合はここでの悪意に含まれないと解される17。
［ⅱ］事実と異なる死亡処理がなされた者が生存している場合
まず一般論として言えば，事実と異なる戦死通知による死亡申告，失踪
宣告を経由せずに行われた虚偽の死亡申告により，家族関係登録簿（ない
し戸籍）に死亡として処理された北朝鮮住民が生存している場合には，そ
もそも相続の原因が存在しないので，それを原因とした相続自体が無効で
あって，生存者は，物権的請求権の行使として，現占有者の善意悪意を問
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15 法制司法委員会・修正案（第次立法予告時案）検討報告書21頁。
16 現存利益の基準時を特例法施行時あるいは返還請求時とすることも考えられるが，
特例法公布日以後，離散家族の生存事実を知った者が特例を悪用して財産を処分・
隠蔽・浪費するなどのおそれがあり，これを防止するためにも，特例法公布時が基
準とされた。
17 신영호「남북이산가족 사이의 상속관련 문제해결- ʼ남북주민 사이의 가족관계
와 상속 등에 관한 특례법안ʼ 입법 취지와 해설B」法務士2011년월호，37면．
わず，自己所有の不動産の返還を請求することができ，そのほか，不当利
得，不法行為等を理由に死亡処理を直接原因として財産を取得した者及び
第三者を相手に，その財産の返還を請求することができる。北朝鮮に生存
している者について事実と異なる死亡宣告により相続が開始された場合に，
生存者がその死亡宣告を直接原因として財産を取得した韓国の相続人（さ
らには，その相続人等）を相手に財産の返還を請求する場合には，失踪宣
告取消しの場合と異なり，原則として，その受けた利益全部（さらには果
実，損害賠償）を返還しなければならない（韓国民法201条，202条，741
条，748条，749条，750条等18）。しかし，ここでも，分断の特殊性を考慮
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18 韓国民法第201条（占有者と果実）①善意の占有者は，占有物の果実を取得する。
②悪意の占有者は，収取した果実を返還しなければならず，消費し又は過失により
毀損若しくは収取しえなかった場合には，その果実の代価を補償しなければならな
い。
③前項の規定は，暴力又は隠秘による占有者に準用する。
同第202条（占有者の回復者に対する責任）占有物が占有者の責めのある事由によ
り滅失又は毀損したときには，悪意の占有者は，その損害の全部を賠償しなければ
ならず，善意の占有者は，利益が現存する限度において賠償しなければならない。
所有の意思がない占有者は，善意である場合にも，損害の全部を賠償しなければな
らない。
同第741条（不当利得の内容）法律上の原因なく他人の財産又は労務により利益を
得，これにより他人に損害を加えた者は，その利益を返還しなければならない。
同第747条（原物返還不能な場合と価額返還，転得者の責任）①受益者がその受け
た目的物を返還することができないときには，その価額を返還しなければならない。
②受益者がその利益を返還することができない場合には，受益者から無償でその利
益の目的物を譲り受けた悪意の第三者は，前項の規定により返還する責任を負う。
同第748条（受益者の返還範囲）①善意の受益者は，その受けた利益が現存する限
度において，前条の責任を負う。
②悪意の受益者は，その受けた利益に利息を付し返還し，損害があればこれを賠償
しなければならない。
同第749条（受益者の悪意認定）①受益者が利益を受けた後，法律上の原因がない
ことを知ったときには，その時から悪意の受益者として利益返還の責任を負う。
②善意の受益者が敗訴したときには，その訴えを提起した時から悪意の受益者とみ
なす。
する必要があり，特例法10条項で失踪宣告取消しと同じ取扱いをする旨
の規定が置かれた。
［ⅲ］第三者保護の問題
韓国民法によると，失踪宣告取消しの場合，失踪宣告後悪意でなされた
行為は無効となるので，生存者は悪意の第三者に対して財産の返還を求め
ることができ，事実と異なる死亡処理がされた者が生存している場合には，
不動産については物権的請求権に基づき善意悪意を問わず第三者に返還を
請求することができる19。この場合にも，分断の特殊性を考慮し，直接の
受益者がたとえ悪意であったとしても，本法公布日までは善意とみなして，
返還範囲を本法公布当時の現存利益の範囲内に限定する上記［ⅰ］③の趣
旨を踏まえて，本法公布日までに行われた第三者の相続財産取得行為は，
善意悪意を問わず有効なものとする方途が考えられる。また，特例法公布
日以後に財産を処分した直接受益者が善意であるが，同人より財産を取得
した第三者が悪意である場合，その第三者に対する返還請求を認めるとす
ると，その第三者は直接受益者に担保責任を問いうる可能性が生じるため，
直接受益者が善意である場合には，それ以後の取得者が悪意であったとし
ても，その第三者の取得行為は有効であるという絶対的な構成に基づく方
途が提案された。もっとも，善意者の保護範囲に関しては，特例法公布後
失踪宣告取消しの審判確定時までとすべきか，それとも返還請求時までと
68
同第750条（不法行為の内容）故意又は過失による不法行為によって他人に損害を
加えた者は，その損害を賠償する責任を負う。
19 韓国民法29条項ただし書の「善意でした行為」につき，わが国におけると同様，
誰についての善意かをめぐり見解が分かれる。多数説と位置づけられるのが①双方
善意説である（郭潤直・前注・168면；金相容・前注・202면；金曾漢＝金學東
『民法總則』（1995）152면；李英俊『韓國民法論Ⅰ民法總則』（2005）792면；『民法
註解（）』〔韓相鎬〕414면）。これに対して，②一方善意説（金容漢『民法總則
論』（1983）143면；金疇洙『民法總則』（1986）138면．後者は，財産関係において
は一方善意説を採り，家族関係では双方善意説を採る）と③転得者善意説（李銀榮
『民法總則』（2005）205면；金俊鎬『民法總則』（1999）154면）がある。
すべきかについては，見解の対立がみられた。
特例法は，失踪宣告の場合と虚偽の死亡処理の場合とで手続上の違いが
あることから，次のような取扱いをしている。失踪宣告取消しの場合には，
特例法公布時から失踪宣告取消しの審判確定時まで，虚偽の死亡処理の場
合には，特例法公布時から返還請求時までに，善意で行われた法律行為は
有効であるとされた（10条項・	項）。失踪宣告取消しの場合には，取
消審判によりその事実が公示されるのに対して，虚偽の死亡処理の場合に
は，そのような手続がないためである。たしかに虚偽の死亡処理の場合に，
家庭法院の許可を受け家族関係登録簿（ないし戸籍）を訂正することがで
きるが，このことを第三者が知るのは容易ではない。従って，一般的な法
論理により，返還請求以後では善意者も保護されないとされたのである20。
［ⅳ］期間制限の問題
失踪宣告取消しの場合には，その取消審判確定時より財産の返還請求が
可能であり，失踪宣告取消しには，期間の制限がない。失踪宣告以外の事
由で死亡処理され財産の返還請求をする場合にも，所有権に基づく物権的
請求権は消滅時効の対象とならない。ところで，消滅時効にかかる債権的
請求権の場合，分断の長期化により消滅時効が完成したと相手方が主張し
てくることが予想される。しかし，分断により事実上消滅時効を中断させ
る手段がないことを考慮すると，消滅時効に関する特例規定を置く方途が
考えられる。このような場合，韓国民法818条が規定する「天災その他の
事変」に分断も該当するとして，時効の停止を認めることも考えられるが，
月という停止期間はこの問題を考えるに際してあまりに短すぎる。
特例法制定をめぐる議論の過程では，相続回復請求権の除斥期間を年
とする特例期間を定めて，それに相応させて相続財産返還請求についても
年の期間制限を定めるべきであるとの意見が示された21。しかし，この
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20 신영호「남북이산가족 사이의 상속관련 문제해결- ʼ남북주민 사이의 가족관계
와 상속 등에 관한 특례법안ʼ 입법 취지와 해설」法務士2011년월호，38면．
ような措置は，遡及立法による韓国住民の財産権侵害のおそれがあるとさ
れ，最終的に，期間制限に関する特例は置かれなかった。この点について
の詳細は，次の相続回復請求権の箇所で触れることにしたい。
（）相続回復請求に関する特例（11条）
①南北離散により被相続人である韓国住民より相続を受けられなかった北朝鮮住民
（北朝鮮住民であった者を含む）又はその法定代理人は，民法第999条第項により
相続回復請求をすることができる。この場合，他の共同相続人がすでに分割その他
の処分を行った場合には，その相続分に相当する価額をもって支払うよう請求する
ことができる。
②第項の場合に共同相続人中に相当な期間同居・監護その他の方法で被相続人を
特別に扶養し又は被相続人の財産の維持又は増加に特別に寄与した者がいるときに
は，相続開始当時の被相続人の財産の価額から共同相続人の協議により定めたその
者の寄与分を控除したものを相続財産とみなし，相続回復請求権者の相続分を算定
する。
③第項による協議が調わず又は協議することができない場合には，家庭法院は，
第項に規定された寄与者の請求に応じて，寄与の時期・方法及び程度並びに相続
財産の額その他の事情を斟酌して，寄与分を定める。
④第項及び第項による寄与分は，相続が開始した時の被相続人の財産価額から
遺贈の価額を控除した額を超えることができない。
［ⅰ］北朝鮮住民について相続人としての地位を承認してよいか。
この点，離散家族が再結合する前にすでに相続が開始された場合には，
このことを既定事実として受け入れるべきであり，北朝鮮住民の相続権を
認めることで一旦形成された相続秩序を覆すのは妥当でないとして，北朝
鮮住民の相続権を一律に否定する考え方も少数ながら主張された。しかし，
特例法は，北朝鮮住民にも相続人としての地位を承認することを前提に，
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21 具体的には，本法公布日以後に請求権の行使が現実的に可能となった場合（例え
ば，本法施行後における分断の終了，自由な往来，脱北後に韓国地域に入国等）に
は，その事由が発生した時点以前に消滅時効期間が満了し又は消滅時効期間が年
未満である場合には，かかる事由が発生した時から年間請求権を行使できる，と
いうものであった。
相続回復請求に関する特例を定めた。
［ⅱ］韓国の相続人と同じ地位を承認してよいか。
そのように北朝鮮にいる相続人に相続権を認めるにしても，韓国の相続
人と同等の地位を承認してよいかについては，大いに争いのあったところ
である。ここでは，相続制度の存在理由や相続権の根拠に照らしつつ，韓
国の相続人との衡平性を考慮しなければならない。また，相続により北朝
鮮住民が取得した財産を制限なく北朝鮮地域に搬出しうるとすることは，
韓国における安全保障や公共の福祉に反する結果となろう。そうであれば，
北朝鮮にいる相続人の相続権に対して一定の制限を加え，あるいは韓国の
相続人を有利に扱う措置を講じる必要があるともいえる。以下では，この
点をめぐる種々のアプローチ（以下の①から⑧）を見ていくこととする。
①韓国の相続人と北朝鮮の相続人の地位は同等であるが，韓国の相続人と
の実質的衡平を考慮し，韓国の相続人に寄与要件を緩和した寄与分を認め
ようとするアプローチがある22。このアプローチは，現行の寄与分制度で
も十分に不合理性の解消が可能であるという前提に立つものである。もっ
とも，寄与分制度は韓国において1990年民法改正により新設されたもので
あって，相続開始時がそれ以前である場合に，寄与分制度が遡及適用され
るのかが問題となる。このようなアプローチを採るのであれば，遡及適用
の特例規定を定める必要性が生じる。
②相続分に差を設けるアプローチである23。相続制度には，被相続人の相
続人に対する配慮の側面と，相続財産に対する相続人の寄与の評価という
側面が含まれているので，経済的・社会的に見ると，南北の相続人が同一
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22 이은정「북한주민의 월남자 재산상속권 청구문제」제129회 북한법연구회 월례
발표회발표문（2009），11면．
23 제성호「남북이산가족의 재결합에 따른 법적 문제점과 해결방안」91연구논문，
통일원（1991），25면．소재선「이산가족의 재결합에 따른 가족법상의 제문제」
가족법연구10호（1993），513〜516면．
の相続分で相続を受けるというのは相続制度の趣旨に適合せず，また南北
の経済水準や土地所有制度の違いから，韓国の相続人に大きな不満が生じ，
そのことが統一の障害要因になりうることを理由として挙げている。
③過渡的に相続分価額に相当する金銭的な請求権のみを認めるアプローチ
である24。北朝鮮住民が相続した財産を北朝鮮に移転することが可能とな
るまで，相続分価額の金銭的請求のみを認め，それとともに北朝鮮の相続
人のための相続財産管理制度を立法化する必要があるという。また，かか
るアプローチを採る者は，信託された相続財産全部を北朝鮮の相続人に引
渡しせず，その一部は統一基金として積み立て，後に北朝鮮に対する投資
財源として活用することが相続を受けられない北朝鮮住民の不均衡を緩和
させうるなどという。
④相続上の地位は同等なものであるという前提で，北朝鮮にいる相続人が
相続により取得した財産のうち北朝鮮地域に搬出されうる財産の総額を定
め（贈与や遺贈等無償で取得した財産を合算した財産総額とする），これ
を超過する財産は韓国に留保させた後，統一以後，それに対する権利を行
使できるようにするアプローチがありうる。
⑤相続上の地位は同等なものであるという前提で，北朝鮮にいる相続人は
相続財産のうち北朝鮮法上その所有が認められていない土地などの資本財
は取得できず，そのような相続財産は韓国にいる相続人のみが相続するこ
とができるとするアプローチがありうる。
⑥北朝鮮にいる相続人の相続権自体には制限を加えず，その処分・使用及
び北朝鮮地域への搬出を「所有者の個人的又は近親者による消費のための
場合」などに制限して認めるアプローチである。これは，統一前の西ドイ
ツで採られていたものである（本稿（）専修法学論集115号82頁以下参
照）。
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24 권순한「남북한 가족법의 통합과 법률문제」연세법학연구〓집〓권，2000，207면．
⑦北朝鮮にいる相続人が相続により取得しうる財産の範囲を制限し，制限
範囲を超える相続財産は韓国にいる相続人に相続させるというアプローチ
である。これは，つに分けることができ，一方で，制限された範囲内で
相続により取得した財産を何らの制約なく使用・収益・所有しあるいは北
朝鮮に搬出できるとする方途と，他方で，何らかの制限を加えるという方
途がある。
⑧北朝鮮にいる相続人にも韓国の相続人と同一の相続権・相続分を認めた
上で，長期間の分断，南北の経済力の違い等を考慮し，韓国の相続人に対
する寄与分の認定，北朝鮮の相続人の相続回復請求等において韓国の相続
人の保護や相続財産につき行われた取引の安全の保護を図る措置を講じる
など，利害関係を調整するというアプローチである。
特例法11条は，この最後のアプローチを採用した。
［ⅲ］北朝鮮住民の相続回復請求
（a）相続回復請求が問題となる場合
北朝鮮住民による相続回復請求が問題となる場面として，まず，相続が
開始され一旦韓国にいる相続人が相続財産を取得したが，北朝鮮にいる相
続人が先順位の相続人であると主張して，相続財産の返還を請求する場合
がある。そのほか，次のような場合が考えられる。
北朝鮮にいる相続人が家族関係登録簿上の相続人でないため，韓国にい
る相続人のみで相続財産を分割又は処分した場合である。相続人としての
身分関係が家族関係登録簿上証明された場合に限って，相続権を主張する
ことができるというわけではない。家族関係登録簿上の記録に関わりなく，
相続人としての身分関係が真正であるとすれば，相続権は認められる。家
族関係登録簿には記載されていないが，北朝鮮地域にも相続人がいること
を韓国にいる相続人が知っている場合には，韓国にいる相続人はこれを考
慮し相続関係を処理しなければならないが，往来も連絡もできない今日の
状況において，それは困難であるから，このような事情を考慮し，例えば
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ソウル家庭法院は，韓国にいる相続人のみでの相続財産分割を認め，北朝
鮮にいる相続人又はその者からの相続人は，後に相続回復請求等の方法で
その権利回復を図ればよいとしている25。ここでいう相続回復請求は，韓
国民法1014条が定める相続分価額支払請求権を指していると解される26。
判例は，かかる相続分支払請求権の行使を相続回復請求権の行使であると
解して，韓国民法999条項の除斥期間を適用している27。この点，分断
の特殊性を考慮すべきかが検討されねばならない（後述（d））。
さらに，家族関係登録簿上，「残留者」又は「軍事分界線以北地域居住
者」と記録されている相続人がいるにもかかわらず，韓国にいる相続人が
相続財産を分割又は処分した場合である。この場合は，北朝鮮にいる相続
人の存在が家族関係登録簿上明らかであるから，不在者の財産管理人を選
任し相続関係が処理されなければならない。そうせずに，韓国にいる相続
人のみが相続財産を分割したという場合，それは無効であり，北朝鮮にい
る相続人は，再分割を請求することができる。これは相続回復の問題では
ない。しかし，分割された相続財産をめぐる法律関係の安定や取引安全を
考慮し，この場合にも韓国民法1014条を類推適用することが考えられる。
同条が類推適用されるとなれば，北朝鮮にいる相続人の相続権の主張にも，
民法999条項の除斥期間の適用が考えられることになる。
（b）返還範囲
相続回復請求の場合，その相手方は，善意か否かに関わりなく，取得し
74
25 ソウル家庭法院2004年	月20日審判2000느합25参照。
26 韓国民法1014条（分割後の被認知者等の請求権）相続開始後の認知又は裁判の確
定により共同相続人となった者が相続財産の分割を請求する場合に，他の共同相続
人がすでに分割その他の処分をしたときには，その相続分に相当する価額の支払い
を請求する権利を有する。
27 韓国民法999条（相続回復請求権）①相続権が僭称相続権者により侵害されたと
きには，相続権者又はその法定代理人は，相続回復の訴えを提起することができる。
②第項の相続回復請求権は，その侵害を知った日から年，相続権の侵害行為が
あった日から10年が経過すると，消滅する。
た相続財産全部を返還しなければならない。この場合にも，分断の特殊性
を考慮し，相手方を善意とみなし，現存利益のみを返還すれば足りるとい
う考え方，善意と悪意を区別して，善意者には現存利益のみを，悪意者に
は取得した相続財産全部とその果実・使用利益も返還させるとする考え方，
現存利益の返還も過酷な場合がありうるので，韓国の相続人を保護するた
めの特別規定を設けるべきであるという考え方などがあった。また，相続
回復請求の場合，原物返還が原則であるが，北朝鮮の相続人が原物返還を
受けると，その管理・処分・換価が困難であることが予想される。そして，
典型的な相続回復の場合を含め，相続財産が韓国にいる相続人ら間ですで
に分割又は処分された場合には，韓国民法1014条が定める相続分価額支払
請求に一元化する途も考えられる。
特例法11条は，韓国の共同相続人がすでに分割その他の処分をした場合
に限って，相続分価額の支払を請求しうると規定している。
（c）寄与分による相続分調整─返還義務者の保護
韓国民法は，1990年改正を通じて，寄与分制度を導入した28。そして，
2005年においては，相続人（成年の子）の被相続人（老父母）に対する扶
養を促進するため，寄与要件を緩和する改正が行われた29。もともとの寄
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28 1990年改正は，数ある韓国家族法改正の中でも大きな改正であったが，その詳細
については，さしあたり，權逸＝権藤世寧『改正韓国親族相続法』（1990年，弘文
堂）10頁以下参照。
29 現行の寄与分規定は，次のとおりである。
韓国民法1008条の（寄与分）①共同相続人中に，相当な期間同居・監護その他の
方法で被相続人を特別に扶養し又は被相続人の財産の維持若しくは増加に特別に寄
与した者がいるときには，相続開始当時の被相続人の財産価額から共同相続人の協
議により定めたその者の寄与分を控除したものを相続財産とみなし，第1009条及び
第1010条により算定した相続分に寄与分を加算した額をもって，その者の相続分と
する。
②第項の協議が調わず又は協議することができないときには，家庭法院は，第
項に規定された寄与者の請求により，寄与の時期・方法及び程度並びに相続財産の
額その他の事情を参酌し，寄与分を定める。
与要件は「被相続人の財産の維持又は増加に特別に寄与」したことであっ
たが，これに「相当な期間同居・監護その他の方法で被相続人を特別に扶
養」したことが付け加えられた30。相続財産分割及び民法1014条による相
続分価額支払請求の場合には，寄与分請求が可能であるが（民法1008条の
第
項），相続回復請求の場合には寄与分を主張できない。これは，次
のつの理由に基づく。
第一は，実質的な理由として，相続回復請求の相手方である僭称相続人
に寄与が認められるとしても，真正相続人の相続権を侵害した者であるか
ら，これを認め難いということである。第二は，手続法的な理由である。
典型的な相続回復の場合は，真正相続人と僭称相続人の間の問題として，
共同相続人ではない第三者を相手方として請求することになる。このよう
な理由から，家事審判法を家事訴訟法で代替しつつ，相続回復の訴えを一
般民事訴訟事件に分類し，家庭法院の専属管轄から除外したのである。
これに対して，寄与分請求は，마類家事非訟事件として家庭法院の専属
管轄に属する。たしかに判例は民法1014条に基づく相続分価額支払請求も
相続回復の一場合とみるが，これは，共同相続人でない第三者が当事者と
ならず，実質は相続財産の再分割に該当するため，家庭法院の専属管轄に
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③寄与分は，相続が開始した時の被相続人の財産価額から遺贈の価額を控除した額
を超えることができない。
④第項の規定による請求は，第1013条第項の規定による請求がある場合又は第
1014条の規定する場合に行うことができる。
30 2005年改正に先だって，寄与分に関する1008条のに続けて，親孝行する子女に
相続分を加算して与えることで，孝道を促進させようという趣旨から，いわゆる
「孝道相続分」を定めた規定を1008条として新設する旨の法律案（被相続人と相
当な期間同居しながら扶養した相続人（被相続人の配偶者は除く）の相続分をその
固有の相続分の	割の範囲内で加算）が提出されたが，後に，2005年改正で，この
ことが寄与要件の拡張という形で実現された（旧改正案の規定については，金疇洙
『註釈 大韓民国相続法─2002年改正まで』（2002年，日本加除出版）138頁以下参
照）。
属するものと規定しているのである（家事訴訟法条項号）。民法
1018条の第
項の規定は，それまで民法1014条に基づく請求が訴訟事件
なのか非訟事件なのかにつき争いがあり，訴訟事件と解釈されるとしても
家事非訟である寄与分請求と併合審理しうるようにさせる根拠規定である。
このような点を考慮すると，北朝鮮にいる相続人が韓国の相続人を相手に
相続回復請求の訴えを提起する際にも，韓国の相続人が寄与分を主張しう
るようにさせる必要性が大きい。分断の長期化・固着化により北朝鮮に共
同相続人が存在するかも分からず，あるいは存在すると分かっていたとし
ても，相続財産を分割してやる方法が分からない韓国の相続人が北朝鮮に
いる真正相続人の相続権を侵害したとして，寄与分の主張を遮断するのは，
不合理である。
以上の事情から，特例法11条項には，寄与分に関する規定が置かれて
いる。寄与要件を特別に緩和する必要性もあるが，それについては条文の
合理的解釈を通じた解決に委ね，民法の規定にそのまま従っている。上述
したように，民法上の寄与分制度は1991年月日から施行されているが，
特例法は，分断の長期化を考慮して，それ以前に開始した相続に対してま
で遡及適用するものとした。相続開始時は，1991年以前であるが，韓国の
相続人の相続権に対する侵害行為がそれ以後に判明し，北朝鮮の相続人の
相続回復請求が可能である場合にも，寄与分を主張しうるようにしなけれ
ばならないと考えられたためである。
（d）期間制限の問題
韓国民法999条項によると，相続回復請求権は，相続権侵害を知った
日から年，侵害行為があった日から10年が経過すると消滅する。これに
よると，韓国の相続人が死亡し，韓国の相続人が相続財産の分割・処分等
を通じて北朝鮮の相続人の相続権を侵害してから10年が経過した場合には，
北朝鮮の相続人は，除斥期間経過により相続回復請求権を行使できないこ
ととなる。しかし，それでは，たとえ北朝鮮住民に相続権を認め，それを
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前提に相続回復請求権をせっかく認めても，分断の長期化により北朝鮮に
いる相続人の大部分が相続回復請求権を行使できないこととなって，事実
上相続権が剥奪される結果が生じる。つまり，例えば実親子関係存在確認
請求や認知請求の除斥期間を特例的に延長して，北朝鮮住民に相続人とし
ての身分関係上の地位を認めたとしても，はるか昔の時点で韓国の相続人
による北朝鮮住民の相続権に対する侵害行為があったという場合には，相
続回復請求が除斥期間にかかり不可能となってしまう。そこで，分断の長
期化により除斥期間が経過した場合にも，分断の終了，自由往来など相続
回復請求権の行使が現実的に可能となった時点から一定の権利行使期間を
置く等の措置をすべきではないかが問題となる。
この点，かかる措置の必要性を認めない見解は，おおよそ次のような論
拠を示している。第一に，除斥期間は，消滅時効と異なり，法律関係を早
期に安定化させるため，請求権を行使しえない理由を問わず，画一的に権
利を消滅させる制度であり，分断という理由をもって除斥期間の特例を定
める必要はない。第二に，除斥期間の場合にも民法182条を類推適用し，
その停止を認めることができるので，特例規定を置く必要がない。第三に，
1990年代初頭まで中国，旧ソ連等社会主義国家との交流がない状況におけ
る中国の朝鮮族，旧ソ連の高麗人などの場合にも，相続権者であるものの，
相続回復請求権の除斥期間が経過したという場合がありうるところ，北朝
鮮の相続人のみ特別に取り扱う必要があるのか疑問である。第四に，北朝
鮮の相続人に相続回復請求権の除斥期間の特例を認めることは，逆に，韓
国の相続人の財産権を遡及立法により侵害することになるので，違憲とさ
れる余地がある。これに対して，除斥期間の延長措置の必要性を認める見
解は，相続回復請求権の除斥期間の延長措置を認めるのと合わせて，韓国
の相続人に対する寄与分の特例を認め，返還範囲を縮小し，また韓国の相
続人の相続財産に対する価値の維持・増加費用を認める等，利害関係人の
利益を調和する制度的措置をとれば問題がないなどという。
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以上の否定・肯定両説を踏まえて，特例法の検討段階では，肯定説に従
った仮案が提示された。特例法11条項に相当する規定に続けて，以下の
ような項〔除斥期間の特例〕・項〔返還義務の制限〕を設けるもので
あった31。
「②第項の請求権は，分断の終了，自由な往来その他特別な事由が発生
した日以前に，民法999条第項で定めた期間がすでに経過し又は上記事
由が発生した日当時，上記期間が年未満残っている場合には，上記事由
が発生した日から年間，相続回復請求権（民法第1014条の場合を含む）
を行使することができる。
③相続回復請求権行使の当時，民法第999条第項で定めた期間が経過し
た場合には，相続を受けた者は，本法制定日当時その受けた利益が現存す
る限度において返還する義務を負い，返還請求権者は，相続財産を取得し
た第三者を相手にしては返還請求をすることができない。」
しかしながら，このような除斥期間の特例を設けることは，すでにはる
か昔に除斥期間が経過し，相続財産を確定的に取得していた韓国の相続人
に大きな不利益をもたらし，また遡及立法による財産権剥奪という側面も
あることから，規定としては盛り込まれず，今後の課題として残されるこ
ととなった。
（）限定承認の擬制に関する特例（12条）
相続開始当時北朝鮮住民（北朝鮮住民だった者を含む）である相続人が分断によ
り民法第1019条第項の期間内に限定承認又は放棄をなしえなかった場合には，民
法第1026条第号の規定にもかかわらず，相続により取得する財産の限度において
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31 また，相続財産の返還義務者が相続財産返還請求権者及び相続回復請求権者に取
得時効を主張することを排除する規定の設置も提案されていた。立法段階の仮案に
ついては，신영호「남북 이산가족 사이의 상속관련 문제해결- ʼ남북주민 사이의
가족관계와 상속 등에 관한 특례법안ʼ 입법 취지와 해설B」法務士2011년월호，
46면．
被相続人の債務と遺贈を弁済すべき責任がある。
北朝鮮にいる相続人が韓国の被相続人の死亡事実を知り，自らが相続人
となったことを知っていても，分断により民法1019条32項の定める期間
内（相続事実を知った日から年内33）に相続を承認又は放棄できなかっ
たという場合が生じうる。当該期間が経過すると単純承認と擬制され，債
務超過状態である韓国の被相続人の債務まで承継することが予想される。
このような場合，同条項に規定された特別限定承認制度により北朝鮮の
相続人を保護することも考えられるが，特例法12条は，さらに一歩進めて，
限定承認又は放棄の期間が経過した場合にも，単純承認と擬制するのでは
なく，限定承認と擬制し，北朝鮮にいる相続人を保護することとした。
（
）特例法に盛り込まれなかったその他の問題
［ⅰ］遺留分返還請求
相続回復請求の場合と同じく，遺留分返還請求権の消滅時効がすでに経
過した場合にも，南北離散家族である相続人に遺留分返還請求権を認める
べきかが問題として考えられる。分断の長期化により遺留分権利者である
北朝鮮の相続人が遺留分返還請求権を行使しえず，民法1117条34に定めた
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32 韓国民法1019条（承認，放棄の期間）①相続人は，相続開始があったことを知っ
た日から年内に単純承認若しくは限定承認又は放棄をすることができる。ただし，
その期間は，利害関係人又は検察官の請求により家庭法院がこれを決定することが
できる。
②相続人は，第項の承認又は放棄をする前に，相続財産を調査することができる。
③第項の規定にかかわらず，相続人は，相続債務が相続財産を超過する事実を重
大な過失なく第項の期間内に知り得ず，単純承認（第1026条第号及び第号の
規定により単純承認したものとみなす場合を含む）をした場合には，その事実を知
った日から月内に限定承認をすることができる。
33 年の起算点である「相続開始があったことを知った日」とは相続開始の事実と
自己が相続人になった事実を知った日であると解するのが判例である。
34 韓国民法1117条（消滅時効）返還の請求権は，遺留分権利者が相続の開始及び返
消滅時効期間が経過したという場合である。ここでも，分断の特殊性を反
映させて，北朝鮮の相続人の民法上の遺留分返還請求権の消滅時効が完成
する場合にも，請求権の行使が現実的に可能となった時から一定期間の延
長を認める必要性があるかもしれない。特例法の検討段階では，遺留分の
保全に関する特例を定める旨の仮案の提示があったが35，最終的に，規定
の設置は見送られた。
［ⅱ］必要費・有益費及び価値増加分の返還
上記の寄与分は，被相続人の財産の維持又は増加に関して特別に寄与し
た共同相続人がある場合に認められるが，相続開始以後返還までの期間，
その財産の管理・維持の費用又は増加分を支出したとしても，それらは寄
与分に含まれない。そこで，これについては，韓国の相続人が償還請求で
きる規定を置く必要があるまいか。消滅時効や除斥期間の特例を置き，北
朝鮮の相続人を保護しようとすれば，なおさらである。特例法の立法過程
では，価値維持増加費用の償還請求に関する規定の設置が検討された。占
有者と回復者の関係に関する民法規定に準じて，相続財産返還請求，相続
回復請求，遺留分返還請求の場合にも返還請求の相手方が返還目的物を保
存するため必要費を支出した場合，その償還ができるようにし，果実を取
得した場合には通常の必要費は請求できないようにさせる。また，韓国の
相続人が相続又は受贈された財産を自らの財産と考えてそれを改良するた
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還すべき贈与又は遺贈があった事実を知った時から年内に行わなければ，時効に
より消滅する。相続が開始した時から10年を経過したときも，同じである。
35 仮案の規定は，次のようなものであった。「①相続開始当時北朝鮮住民であった
遺留分権利者は，分断の終了，自由な往来その他の特別な事由が発生した日以前に
民法第1117条が規定する時効期間が満了し又は上記事由が発生した日の当時，上記
期間が年未満残っている場合には，上記期間が発生した日から年間，遺留分返
還請求権を行使することができる。②第項の場合に，その相手方は，本法制定当
時その受けた利益が現存する限度で価額を返還する義務を負う。③第項の場合に，
その相手方は，時効取得を主張することができない。④本条は，1979年月日以
後に開始された相続の場合に限り適用する。」
め費用を支出し，それにより目的物の価値増加がある場合には，その有益
費の償還請求を可能とするものであった36。しかし，こちらについても，
最終的に規定の設置は見送られた。
（	）北朝鮮住民の韓国内にある相続財産等の管理
［ⅰ］相続財産管理制度の必要性
北朝鮮住民が相続・遺贈により韓国の財産を取得する場合，その財産に
対する管理及び搬出につき制限すべきか，制限するとすれば，どのような
範囲や程度ですべきかが問題となる。北朝鮮は，自由財産がほとんど認め
られていない独裁国家であるから，巨額の財産が北朝鮮に渡ると，北朝鮮
住民が所有することができず，北朝鮮当局にそれが帰属するおそれが高く，
無制限の財産権行使や搬出を認めるのは必ずしも北朝鮮住民の権利保護の
ためにならないといえる。また，南北間の対立状態がいまだ持続している
状況で，このような財産が北朝鮮当局により軍事的に利用される可能性も
排除できないので，このような危険を防ぐとすれば，北朝鮮住民の韓国内
の相続財産等の搬出を認める範囲を制限する必要がある。また同じく，北
朝鮮住民の韓国内財産に対する処分・取得その他一定の行為を申告又は許
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36 仮案の規定は，次のようなものであった。「①南北分断により被相続人である韓
国住民から相続を受けることができなかった北朝鮮住民（北朝鮮住民だった者を含
む）又はその法定代理人が相続を受けた者を相手に相続回復請求をする場合及び死
亡と処理された北朝鮮住民の生存を理由に（失踪宣告取消し及び不在宣告取消しの
場合を含む）韓国住民に対して財産返還請求をする場合に，財産の返還義務者は，
その財産の価値を維持するため支出した金額その他の必要日の償還を請求すること
ができる。ただし，返還義務者が果実を取得した場合には，通常の必要費は請求す
ることができない。②第項の場合に財産の返還義務者は，その財産の価値を増加
させるため支出した金額その他の有益費等につき，その価額の増加が現存した場合
に限り，返還請求者の選択に従い，支出金額又は増加額の償還を請求することがで
きる。③韓国住民が第項の事由により返還しなければならない場合に，裁判所は，
返還義務者の費用支出の有無にかかわりなく，無形の労力を参酌し返還額を決定す
ることができる。」
可の対象にする必要性もある。北朝鮮住民の韓国内財産が処分され金銭に
換価されると，その搬出制限が実効性を失わないようにするには，北朝鮮
住民の韓国内財産が処分される段階で搬出を許可する当局側がこれを把握
しておく必要があるので，その場合，申告又は許可を受けるさせることが
必要である。
さらに，このような財産の取得・処分及び搬出に対する規制が実効性持
つようにするため，財産管理人を置く必要があり，北朝鮮住民が韓国内の
財産の相続又は遺贈を知りえない場合もありうるので，このような場合，
不在者財産管理人の制度のように，その北朝鮮住民のために財産を管理す
る財産管理人を選任するようにさせる必要がある。
なお，特例法は，南北住民間の家族関係及び相続関係等を規律すること
を主な目的としており，とくに相続，遺贈の場合，北朝鮮住民の意思介入
なく韓国内財産を一般的に取得するものという点で，契約，贈与等による
財産の取得とは区別される。北朝鮮住民と韓国住民との間の意思の合致が
必要な契約等の場合には，南北交流協力に関する法律上の「韓国と北朝鮮
の往来・接触・交易・協力事業及び通信役務の提供等，韓国と北朝鮮間の
相互勾留及び協力を目的とする行為」に該当し，同法律による規制の対象
となる。贈与を目的に物品等が第三国（例えば，中国）に搬出される場合
には，同法律上の規律に限界があるが，これに対する規律のしかたに関す
る問題は，同法律の改正等を通じ解決すべき問題であって，特例法では，
北朝鮮住民の意思と関わりなく，一般的に財産を取得することになる相
続・遺贈と関連し，韓国内財産を取得する場合のみを規律対象としている。
財産管理人の選任の必要性が生じる状況は，大きく見ると，北朝鮮住民
が相続回復請求の訴え等相続事実を認知して積極的に権利行使をする場合
と，北朝鮮住民である相続人が相続又は遺贈の事実を知らずあるいは知っ
ているが権利行使を行わない場合のつがありうる。どちらの場合も，財
産管理人を選任させ，財産管理の実効性を確保するため，北朝鮮住民が相
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続又は遺贈を受けた韓国内財産につき財産管理人を通じないで直接行った
法律行為を無効とする必要がある。
［ⅰ］財産管理人の選任
特例法13条は，北朝鮮住民が相続・遺贈又は失踪宣告取消しにより韓国
内財産に関する権利を取得した場合において，その権利取得が確定した日
からヵ月以内に裁判所に財産管理人の選任を請求しなければならないと
する（項）。かかる北朝鮮住民が選任請求せず又は請求できないときに
は，民法777条による親族その他の利害関係人又は検察官が裁判所に選任
を請求しうる（項）。また，北朝鮮住民に対して遺贈をした遺言者も，
裁判所に財産管理人の選任を請求できる（項）。
この点，特例法原案（第次立法予告時案）では，北朝鮮住民が選任す
る任意の財産管理人，遺言者が選任する任意の財産管理人，任意の財産管
理人が選任されない場合に裁判所が選任する財産管理人という類型に分け
て，制度設計されていた37。上記のように，財産管理人選任を裁判所に請
求する形に一元化が図られた理由について，特例法修正案（第次立法予
告時案）の審査報告書は，次のように説明している。「北朝鮮の現状では，
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37 北朝鮮住民が相続又は遺贈を原因として韓国内財産に関する権利を取得する場合
には，相続又は遺贈による権利取得が確定した日からヶ月以内に財産管理人を選
任する義務を負う（原案15条項）。本法施行前に北朝鮮住民が相続又は遺贈財産
を取得した場合にも，財産管理人を選任させる必要があるので，本法施行前に北朝
鮮住民が相続又は遺贈財産を取得した場合には，本法施行日からヶ月以内に財産
管理人を選任するようにさせた（同条項第文）。北朝鮮住民が積極的に権利行
使をしない場合，北朝鮮住民につき韓国内財産に関する相続が開始すると，民法22
条の不在財産管理に準じて，親族その他の利害関係人又は検察官の請求により財産
管理人を選任させることとしていた（同条項。法定財産管理人）。遺贈の場合に
は，相続の場合と同じく，遺言者が北朝鮮住民のための財産管理人を選任すること
ができるようにした（同条項）。遺言者が財産管理人を選任せず，死亡した場合
には，第項・第項が適用された。このように裁判所又は遺言者が財産管理人を
選任した場合，北朝鮮住民が裁判所又は遺言者が選任した財産管理人を変更できる
としていた（同条
項）。
北朝鮮住民は，北朝鮮保衛部等北朝鮮当局の指示を拒否できず，事実上北
朝鮮住民の自律的な意思が存在せず，また北朝鮮住民が財産管理人を選任
するとその過程でブローカーの介入が予想され，一定の保障を代価に処罰
を甘受して不法行為を行う財産管理人が選任されるようになる」。そして
「北朝鮮住民や遺言者が選任した財産管理人に関する任意代理人を選任す
ればその選任契約は無効でないので，その任意代理人が刑事処罰を受ける
覚悟で，相続・遺贈財産等を北朝鮮に搬出しても現実的にその搬出行為を
阻止する対策を講じるのは困難である」という。
また特例法14条は，財産管理人に，民法681条の受任者の善管注意義務
の規定を準用し，財産管理人が善良な管理者の注意をもって北朝鮮住民の
財産を管理する義務を負わせ，裁判所又は遺言者により選任された財産管
理人は，事実上，不在者の財産管理人に該当するので，不在者財産管理人
の担保提供及び報酬に関する民法26条の規定を準用した（同条	項）。財
産管理の実効性を確保するため，財産管理人を通じずに，北朝鮮住民が相
続又は遺贈を受けた韓国内財産についての法律行為を直接行った場合は，
これを無効とした（同条項）。
［ⅱ］北朝鮮住民による直接使用・管理制度
北朝鮮住民が相続・遺贈財産等を取得した場合，裁判所が選任する財産
管理人により管理されるのが原則である。しかし，特例法19条は，人道主
義的支援として北朝鮮住民を保護するために必要な場合に，その財産を北
朝鮮住民自らが使用・管理できるようにする例外を定めている。
（a）法務部長官の事前許可
相続・遺贈財産等を財産所有者である北朝鮮住民に直接使用・管理させ
ようとする者は，北朝鮮住民直接使用・管理許可申請書（施行規則条）
を法務部長官に提出して，事前に許可を得なければならない（特例法19条
項）。この許可申請書には，①直接使用・管理の目的・必要性，②財産
の種類，数量及び価額，③開始期間，④その他①から③までの事項を疎明
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しうる書類がある場合には，その書類が記載される（施行令条項）。
かかる許可を受けて行なわれた法律行為は，無効とならない（特例法15
条）。
（b）許可の範囲及び許可事由
法務部長官の事前許可として，その目的に必要な限度でなされる限定的
な許可38（特例法19条項）と，一定の範囲を定めて包括的になされる許
可（同条
項）とがある。また，原的的な許可の場合，国家安全保障，秩
序維持及び公共福利を考慮した条件が付されることがある（同条項）。
許可事由は，①所有者又は民法777条による親族の生計に必要な個人的
消費のためである場合，②所有者又は民法777条による親族の疾病治療の
ためである場合，③その他①②に準ずる場合であって，大統領令で定める
場合，である（特例法19条項号乃至号）。③の大統領令で定める場
合とは，［ⅰ］相続・遺贈財産等の所有者である北朝鮮住民が居住する住
宅が洪水，台風等自然災害若しくは火災等により破損又は滅失し，その住
宅の修理等に必要な場合，［ⅱ］相続・遺贈財産等の所有者である北朝鮮
住民又は民法779条による家族の学業に必要な場合，［ⅲ］その他［ⅰ］
［ⅱ］に準ずる場合で法務部長官が認める場合である（施行令条項）。
以上のような許可事由に該当する場合であっても，「大韓民国の国家安
全保障，秩序維持及び公共福利を阻害するおそれがある場合」であって，
大統領で定める場合には，許可されない（特例法19条項ただし書）。こ
こで大統領令で定める場合とは，①財産所有者である北朝鮮住民又は民法
777条による親族が使用・管理できなくなる相当なおそれがある場合，②
財産所有者である北朝鮮住民が直接使用・管理すると，その北朝鮮住民又
は親族の生命若しくは身体に危害が生じることになる相当なおそれがある
場合，③財産所有者である北朝鮮住民の直接使用・管理に北朝鮮当局が不
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38 目的に必要な限度は，「南北関係の状況等諸般の事情を考慮して，法務部長官が
これを定め公示する」（施行令条項）。
当に介入する相当なおそれがある場合，④財産所有者である北朝鮮住民の
直接使用・管理を許可すると，南北関係に否定的影響を及ぼすことになる
相当なおそれがある場合，⑤その他①から④に準じる場合であって法務部
長官がとくに必要であると認める場合，である（施行令条項）。
［ⅲ］北朝鮮住民登録制度の導入
法務部長官は，「北朝鮮住民登録台帳」を作成し，そこに，①相続・遺
贈財産等を取得した北朝鮮住民に関する人的事項，②北朝鮮住民の相続・
遺贈財産等の取得に関する事項，③その他相続・遺贈財産等の効率的管理
のために必要な事項（北朝鮮に居住する家族事項，韓国に居住する家族又
は親族等利害関係人の人的事項，財産管理人の人的事項，被相続人又は遺
贈者の人的事項等。施行令12条
項）を登録・管理しなければならない
（特例法21条項）。
北朝鮮住民登録台帳に登録された北朝鮮住民については，法務部長官に
より，個人別の「北朝鮮住民登録番号」が付与される（特例法21条項）。
この番号は，生年月日・性別・北朝鮮住民であること等を識別できる13桁
の数字から成る（施行令13条項)39。北朝鮮住民が韓国内の不動産を登
記する場合には，北朝鮮住民登録番号が不動産登記用登録番号とされる
（特例法21条
項）。
四．おわりに
以上において，南北住民間の家族関係及び相続等に関する特例法につい
て概説した。本法は，北朝鮮住民にも韓国の相続人と同一の相続権・相続
分を認めた上で，長期間の分断，南北の経済力の違い等を考慮し，韓国の
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39 前桁が生年月日，後桁のうち最初の桁は男女の識別（男性，女性），二
番目の桁から五番目の桁まではすべて，最後のつの桁は性別及び生年月日が同
じ者につき登録順に付与される番号（施行規則条）。
相続人に対する寄与分の認定，北朝鮮の相続人の相続回復請求等において
韓国の相続人の保護や相続財産につき行われた取引の安全の保護を図る措
置を講じるなど，利害関係を調整するというアプローチを採用した。また，
南北関係の現況を考慮した特別の相続財産管理制度を設けており，将来的
な南北統一も視野に入れた画期的な制度であると評価できる。
問題は，この相続財産管理制度が実際にどのように運用されるか，どの
ような者を北朝鮮住民のための財産管理人として選任すべきかである。そ
の運用実態を今後見守って行く必要があるが，2012年11月，この財産管理
人を裁判所が初めて選任した家庭法院決定が現れた。この決定について紹
介して，本稿を閉じることとする。
2012年11月23日，ソウル家庭法院は，韓国にいる Xが自らを北朝鮮の
兄弟らの財産管理人として選任してくれるよう求めた事件（2012다4785）
において，Xではなく，弁護士を財産管理人として選任する旨決定した。
本決定が，特例法を適用し財産管理人を選任した最初の審判である40。
平安南道で生まれ男
女の父である Aは，朝鮮戦争中，・
後退
の時，長女である Xのみを連れて韓国地域に避難した。北朝鮮に他の家
族が残っている状態で休戦を迎え，その後，Aは韓国で再婚し，男女
をもうけ，個人医院を経営し，1997年に死亡した（本稿（）の「二．さ
まざまな紛争形態」において扱った【
】事件と同じ当事者のケースであ
る）。Xは，米国の宣教師を通じ，北朝鮮に居住する兄弟らの生死を確認
し，兄弟らとともに訴訟を提起し，Aと北朝鮮の兄弟らの間に親子関係が
存在する旨の判決を受けた。その後，北朝鮮の兄弟らは，韓国の兄弟らと
相続財産分割協議を行ない，不動産所有権移転登記と32億	千万ウォンの
支払いを受ける旨の任意調停が成立した。これら全ての手続は，Xが委任
を受け行なってきたが，Xは，韓国の兄弟らから北朝鮮の兄弟らに代わっ
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40 以下での本件事案及び決定の要旨については，인터넷 법률신문2012年11月30日
付けのニュース記事を参照した。
て受けた相続財産32億	千万ウォンのうち，弁護士受任料及び訴訟費用等
として億千万ウォンを使用した。一方で，Xは，北朝鮮の兄弟らから
委任を受けた自らの地位を利用し，自己の不動産を北朝鮮の兄弟らに25億
ウォンで売り渡す旨の契約を締結したと主張する。その契約内容は，兄弟
らが不動産を直接管理しうるときに所有権移転登記と売買代金の一部を支
払うというものであった。その上，Xは，自らの不動産を北朝鮮の兄弟ら
に売買した後も，その不動産に極度額
億千万ウォンの根抵当権を設定
している。
ソウル家庭法院は，「Xは宣教師を通じて北朝鮮の兄弟らと不動産売買
契約に対する明示的な同意を得たと主張するが，これをそのまま信用する
ことは困難である」とし，「北朝鮮に居住する Xの兄弟らは，既に韓国内
において相当な財産を取得し，その財産を効率的に保護・管理するために
は，Xではなく，裁判所において中立的な地位にある弁護士を財産管理人
として選任するのが相当である」とした。
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［資料］南北住民間の家族関係及び相続等に関する特例法施行令（大
統領令第23777号。制定・施行2012年	月11日）
第条（目的）本法は，「南北住民間の家族関係及び相続等に関する特例法」に
おいて委任された事項及びその事項に必要な事項を規定することを目的とする。
第条（選任された財産管理人の申告義務）
①「南北住民間の家族関係及び相続等に関する特例法」（以下，「法」という）第
17条第項により，財産管理人は，選任された日からヶ月以内に次の各号の事
項を法務部長官に申告しなければならない。
．北朝鮮住民の姓名，住所，性別，生年月日，職業及び取得原因
．法第13条第項による相続・遺贈財産等（以下，「相続・遺贈財産等」と
いう）の目録
．相続・遺贈の場合，被相続人又は受贈者の姓名，住所及び住民登録番号

．財産管理人本人の姓名，住所，住民登録番号，職業，連絡場所及び北朝鮮
住民との関係
	．財産管理人に選任された日，選任裁判所及び事件番号
②第項第号による相続・遺贈財産等の目録（以下，「相続・遺贈財産目録」
という）には，相続・遺贈財産等の具体的種類，数量，価額，所在地，取得日及
び取得原因等が含まれなければならない。
③相続・遺贈財産目録は，財産管理人として選任された日を基準に作成されなけ
ればならない。この場合，北朝鮮住民が相続・遺贈財産等を取得したときから相
続・遺贈財産等の内容に変動があった場合には，その変動内容及び事由を記載し
なければならない。
第条（辞任し又は変更された財産管理人の申告義務）
法第17条第項において「大統領令で定める事項」とは，次の各号の事項をいう。
．辞任し又は変更された日及び事由
．辞任し又は変更された日を基準に作成した相続・遺贈財産目録。この場合，
辞任又は変更直前に申告した相続・遺贈財産目録を基準に相続・遺贈財産等の内
容に変動がある場合には，その変動内容及び事由を記載しなければならない。
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第
条（財産管理人の相続・遺贈財産目録の作成・保存及び変動事項の申告義
務）
①法第17条第項により，財産管理人は，相続・遺贈財産等の具体的な種類，数
量，価額，所在地，取得日並びに取得原因等，相続・遺贈財産等の現況及び直前
に申告した相続・遺贈財産目録を基準にした相続・遺贈財産等の変動内容並びに
事由が分かるように，相続・遺贈財産目録を作成しなければならず，その変動事
項を次の各号の区分に従い，法務部長官に申告しなければならない。
．定期申告：毎年12月31日を基準に相続・遺贈財産目録を作成し，その翌年
月31日までに申告
．随時申告：法第18条第項により法務部長官の許可を受けた行為であり，
相続・遺贈財産等の変動がある場合には，その変動がある日よりヶ月以内そ
の変動内訳書に関連書類を添付し申告
②第項各号による申告に必要な書式は，法務部令で定める。
第	条（権限を越える行為に対する許可等）
①法第18条第項により，民法第118条に規定した権限を越える行為の許可を受
けようとする財産管理人は，法務部令で定めるところに従い，次の各号の事項が
含まれた許可申請書を法務部長官に提出しなければならない。
．許可対象財産
．許可を受けようとする処分等の内容
．処分等をしようとする期間

．許可申請事由
	．許可を受けようとする行為が不動産と関連した契約である場合には，契約
の相手方及び重要内容
②法務部長官は，法第18条第項による許可をする場合には，申請人に法務部令
で定める許可書を発給しなければならず，許可をしない場合には，その事実を申
請人に通報しなければならない。
③財産管理人は，第項による許可に財産の処分等をすることができる期間が定
められている場合には，その期間が満了した後には，財産の処分等をしてはなら
ない。
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第条（北朝鮮住民の直接使用・管理の許可等）
①法第19条第項前段により法務部長官の許可を受けようとする者は，法務部令
で定めるところに従い，次の各号の事項が含まれた許可申請書を法務部長官に提
出しなければならない。
．相続・遺贈財産等の所有者である北朝鮮住民をして，直接使用・管理させ
ようとする目的及び必要性
．相続・遺贈財産等の所有者である北朝鮮住民をして，直接使用・管理させ
ようとする財産の種類，数量及び価額
．相続・遺贈財産等の所有者である北朝鮮住民の直接使用・管理を開始する
期間

．その他第号から第号までの事項を疎明しうる書類がある場合には，そ
の書類
②法第19条第項後段において「大統領令で定める重要内容」とは，第項第
号から第号までの事項をいう。
③法務部長官は，法第19条第項による許可をする場合には，申請人に法務部令
で定める許可書を発給しなければならず，許可をしない場合には，その事実を申
請人に通報しなければならない。
第条（北朝鮮住民の直接使用・管理の許可事由等）
①法第19条第項各号以外の部分ただし書において「大統領令で定める場合」と
は，次の各号の一に該当する場合をいう。
．財産所有者である北朝鮮住民又は民法第777条による親族（以下，「親族」
という）が相続・遺贈財産等を使用・管理することができなくなる相当なおそ
れがあると認められる場合
．財産所有者である北朝鮮住民が相続・遺贈財産等を直接使用・管理すると，
その北朝鮮住民又は親族の生命若しくは身体に危害が生じることになる相当な
おそれがあると認められる場合
．財産所有者である北朝鮮住民の直接使用・管理に北朝鮮当局が不当に介入
する相当なおそれがあると認められる場合

．財産所有者である北朝鮮住民の直接使用・管理を許可すると，南北関係に
否定的影響を及ぼすことになる相当なおそれがあると認められる場合
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	．その他第号から第
号までの規定に準じる場合であって，法務部長官が
とくに必要であると認める場合
②法第19条第項第号において「大統領令で定める場合」とは，次の各号の一
に該当する場合をいう。
．相続・遺贈財産等の所有者である北朝鮮住民が居住する住宅が洪水，台風
等自然災害若しくは火災等により破損又は滅失し，その住宅の修理等に必要な
場合
．相続・遺贈財産等の所有者である北朝鮮住民又は民法第779条による家族
の学業に必要な場合
．その他第号及び第号に準ずる場合であって，法務部長官が認める場合
③法第19条第項により法務部長官がその目的に従い財産所有者である北朝鮮住
民をして直接使用・管理させることができる財産の限度は，南北関係の状況等諸
般の事情を考慮して，法務部長官がこれを定め公示する。
第条（北朝鮮住民の直接使用・管理の許可条件）
法第19条第項により，法務部長官は，財産所有者である北朝鮮住民の直接使
用・管理を許可するとき，次の各号の事項に関して必要な条件を付することでき
る。
．財産所有者である北朝鮮住民が相続・遺贈財産等を直接使用・管理しようと
する目的と関連する事項
．財産所有者である北朝鮮住民が相続・遺贈財産等を直接使用・管理した内訳
についての事後申告等と関連する事項
．財産所有者である北朝鮮住民が相続・遺贈財産等を直接使用・管理する方式
及び手続等に関して遵守しなければならない事項

．その他第号から第号までの規定に準ずる事項であって，法務部長官がと
くに必要であると認める事項
第条（北朝鮮住民の直接使用・管理の包括的許可）
法務部長官は，法第19条第
項により，北朝鮮住民をして相続・遺贈財産等を直
接使用・管理させることを包括的に許可するときには，法務部令で定めるところ
に従い，許可書に包括的許可の期間及び内容を具体的に明らかにしなければなら
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ない。
第10条（北朝鮮住民の直接使用・管理許可の取消し）
法第19条の第	項第号において「大統領令で定める場合」とは，次の各号の一
に該当する場合をいう。
．財産所有者である北朝鮮住民又はその親族が相続・遺贈財産等を使用・管理
することができないと認めることができる顕著な理由がある場合
．財産所有者である北朝鮮住民が相続・遺贈財産等を直接使用・管理し，その
北朝鮮住民又は親族の生命又は身体に危害が生じたと認めることができる顕著な
理由がある場合
．財産所有者である北朝鮮住民の直接使用・管理に北朝鮮当局が不当に介入し
たと認めることができる顕著な理由がある場合

．財産所有者である北朝鮮住民の直接使用・管理が南北関係に否定的影響を及
ぼすと認めることができる顕著な理由がある場合
第11条（統一部長官に対する通報）
①法第20条第項により，法務部長官が統一部長官に通報しなければならない事
項は，次の各号のとおりである。
．法第17条第項から第項までの規定により財産管理人が申告する事項
．法第18条により法務部長官が許可した事項
．法第19条により法務部長官が許可し又は許可を取り消した事項

．法第20条第項により法務部長官が知るにいたった事項のうち，第号か
ら第号までに準ずる事項
②第項の通報は，その事由が発生した日からヶ月以内に書面（電子文書を含
む）をもって行わなければならない。ただし，緊急の事由がある場合には，口頭
や電話等簡便な方式をもって通報し，事後書面をもって通報することができる。
第12条（北朝鮮住民登録台帳の作成）
①法第21条第項による北朝鮮住民登録台帳（以下，「北朝鮮住民登録台帳」と
いう）は，法第17条第項により財産管理人が申告した場合又は法第20条第項
により法務部長官が北朝鮮住民の韓国内の相続・遺贈財産等の取得を知るにいた
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った場合に作成する。
②北朝鮮住民登録台帳は，個人別に区分して作成・保存しなければならない。こ
の場合，北朝鮮住民登録台帳は，連番を付し管理し，登録された北朝鮮住民全体
を知ることができるように目録を作成しなければならない。
③北朝鮮住民登録台帳には，次の各号の事項を記載する。
．相続・遺贈財産等を取得した北朝鮮住民の姓名，性別，生年月日，住所及
び職業
．北朝鮮住民が取得した相続・遺贈財産等の種類及び価額
．北朝鮮住民が相続・遺贈財産等として不動産を取得した場合には，その不
動産の所在地等不動産に関する事項

．北朝鮮住民が相続・遺贈財産等を取得するにいたった原因及び日
	．第
項の各号の事項
④法第21条第項第号において「大統領令で定める事項」とは，次の各号の事
項をいう。
．法第21条第項による北朝鮮住民登録番号
．北朝鮮住民の北朝鮮に居住する家族事項を知ることができる場合には，そ
の家族事項
．北朝鮮住民に韓国に居住する家族又は親族等利害関係人がいる場合には，
その人的事項

．北朝鮮住民の財産管理人の人的事項
	．相続・遺贈の場合には，被相続人又は遺贈者の人的事項
．その他相続・遺贈財産等の効率的管理のため，法務部長官が必要であると
認める事項
第13条（北朝鮮住民登録番号の体系等）
①法第21条第項により付与する北朝鮮住民登録番号（以下，「北朝鮮住民登録
番号」という）は，生年月日・性別・北朝鮮住民識別等を表示する13桁の数字か
ら成る。
②北朝鮮住民登録番号は，人番号とし，すでに付与した番号を他の者に付与
してはならない。
③北朝鮮住民登録番号は，住民登録法により付与される住民登録番号又は出入国
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管理法により付与される外国人登録番号と重複してはならない。
④北朝鮮住民登録番号の体系及び付与手続に関して，その他必要な事項は，法務
部令で定める。
第14条（北朝鮮住民登録番号及び住所確認書の発給）
法務部長官は，財産管理人等が関係法令で定めるところに従い北朝鮮住民に関す
る情報を要請する場合には，法務部令で定めるところに従い北朝鮮住民の北朝鮮
住民登録番号及び住所を確認する書面を発給することができる。
第15条（過怠料の賦課基準）
法第23条第項による過怠料の賦課基準は，別表のとおりである。
［資料］南北住民間の家族関係及び相続等に関する特例法施行規則
（法務部令第772号。制定・施行2012年	月11日）
第条（目的）
本規則は，「南北住民間の家族関係及び相続等に関する特例法」及び同法施行令
において委任された事項及びその施行に必要な事項を規定することを目的とする。
第条（選任された財産管理人の申告）
「南北住民間の家族関係及び相続等に関する特例法」（以下，「法」という）第13
条により選任された財産管理人が法第17条第項により法務部長官に申告すると
きには，別紙第号書式の北朝鮮住民財産管理人選任申告書に次の各号の書類を
添付し，法務部長官に提出しなければならない。
．裁判所の北朝鮮住民財産管理人選任決定文
．別紙第号書式の北朝鮮住民相続・遺贈財産目録
第条（辞任し又は変更された財産管理人の申告）
法第17条第項により辞任し又は変更された財産管理人がその辞任事実等を法務
部長官に申告するときには，別紙第号書式の北朝鮮住民財産管理人の辞任・変
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更申告書に次の各号の書類を添付し，法務部長官に提出しなければならない。
．辞任書又は裁判所の財産管理人変更決定文
．別紙第号書式の北朝鮮住民相続遺贈財産目録
第
条（財産管理人の相続・遺贈財産目録の作成・保存及び変動事項の申告）
①法第17条第項により財産管理人が作成・保存しなければならない相続・遺贈
財産目録は，別紙第号書式の北朝鮮住民相続・遺贈財産目録による。
②「南北住民間の家族関係及び相続等に関する特例法施行令」（以下，「令」とい
う）第
条第項第号による相続・遺贈財産等の変動内訳書は，別紙第
号書
式の北朝鮮住民財産変動申告書による。
第	条（権限を越える行為に対する許可等）
①令第	条第項による許可申請書は，別紙第	号書式の北朝鮮住民財産処分等
許可申請書による。
②令第	条第項による許可書は，別紙第号書式の北朝鮮住民財産処分等許可
書による。
第条（北朝鮮住民の直接使用・管理許可等）
①法第19条第項前段による許可申請及び同条第
項による包括的許可の申請は，
別紙第号書式の北朝鮮住民直接使用・管理許可申請書による。
②法第19条第項後段による変更許可申請は，別紙第号書式の北朝鮮住民直接
使用・管理変更許可申請書による。
③令第条第項による許可書は，次の各区分による。
．法第19条第項前段又は同条第
項による許可をする場合：別紙第号書
式の北朝鮮住民直接使用・管理許可書
．法第19条第項後段による変更許可をする場合：別紙第10号書式の北朝鮮
住民直接使用・管理変更許可書
第条（北朝鮮住民の直接使用・管理許可の取消し）
法第19条第	項による許可の取消しは，別紙第11号書式の北朝鮮住民直接使用・
管理許可取消し決定書による。
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第条（北朝鮮住民登録台帳）
①法第21条第項による北朝鮮住民登録台帳は，別紙第12号書式による。
②令第12条第項による目録は，別紙第13号書式の北朝鮮住民登録目録による。
第条（北朝鮮住民登録番号）
法第21条第項による北朝鮮住民登録番号（以下，「北朝鮮住民登録番号」とい
う）は，北朝鮮住民登録番号の各位置に次の各号の区分による数字を使用する方
法で付与する。
．北朝鮮住民登録番号の前桁：生年月日を表す数字
．北朝鮮住民登録番号の後桁
ア．最初の桁：男性は，女性は
イ．二番目の桁から五番目の桁まで：それぞれ
ウ．最後のつの桁：性別及び生年月日が同じ北朝鮮住民について，登録順序
により付与する一連番号を表す数字
第10条（北朝鮮住民登録番号及び住所確認書の発給申請）
①令第14条により北朝鮮住民の北朝鮮住民登録番号及び住所を確認する書面の発
給を受けようとする者は，別紙第14号書式の北朝鮮住民登録番号及び住所確認書
発給申請書に申請事由を疎明することができる書類を添付して，法務部長官に提
出しなければならない。
②令第14条による北朝鮮住民登録番号及び住所を確認する書面は，第15号書式の
北朝鮮住民登録番号及び住所確認書による。
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